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震災からの復興と

東北経済の発展に向けて



【本日の内容】

Ⅰ. 震災からの復旧・復興の状況

Ⅱ. 東北経済の現況と課題

Ⅲ. 東北経済の発展に向けて
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Ⅰ.震災からの復旧・復興の状況

２



●生産活動：震災前の水準の６割台にまで一時は落ち込んだが、全国と同程度の水準にまで回復。
東北の製造業の中心である電子部品・デバイスも、全国的なサプライチェーンの寸断を
招いた震災直後の状況から、改善。

１．全体として見れば、東北経済は、着実な回復を続けている
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（平成１７年＝１００）
鉱工業生産指数（季節調整済）の推移

全 国

東 北

岩手県

宮城県

福島県

24年12月
全 国 88.8
東 北 87.6
岩手県 80.6
宮城県 78.0
福島県 82.6

資料「経済産業省、東北経済産業局、岩手県、宮城県、福島県」

23年3月（震災時）
全 国 82.5
東 北 64.2
岩手県 67.5
宮城県 46.7
福島県 58.3

25年1月
全 国 89.7
東 北 88.3

３



●雇 用：求職者の減少、復旧・復興事業進展に伴う建設業での新規求人増等により、有効求人
倍率は、全国平均よりも高い水準で推移。
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資料「厚生労働省」

25年1月
全 国 0.85
東 北 0.99

岩手県 1.00

宮城県 1.25

福島県 1.23
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（作成） 「平成２４年経済センサス活動調査」を基に、東北経済産業局にて作成
（※１）横軸： 各地域に所在する事業所数の増減率（平成２４年時点の事業所数／平成２1年時点の事業所数）
（※２）縦軸： 各地域に所在する企業の従業者数の増減率（平成２４年時点の従業者数／平成２１年時点の従業者数）

なお、福島県南相馬市（一部）、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町は上記調査の対象外。

２．被災企業の地域格差

凡 例
：岩手県内市町村
：宮城県内市町村
：福島県内市町村

円の大きさは人口規模を示す。

被災企業の復興に向けた進捗状況は地域格差が顕著に。復旧が捗らず、「事業所数」及び「従業
者数」が半減以下のままの自治体も存在。
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３．被災自治体の復旧状況（平成２４年１２月時点）
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(97.6)
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(77.8)

山田町

(62.0)

田野畑村

(65.6)
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(56.6)
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(55.3)

石巻市

(74.8)

南三陸町

(53.8)
女川町

(53.6)

東松島市(78.1)

多賀城市

(83.5)

宮古市

(85.3) 岩沼市

(82.9)

名取市(84.1)気仙沼市

(80.2)
山元町(82.2)

いわき市

(82.2)

広野町(78.9)

南相馬市

(46.4)

楢葉町

(63.9)

富岡町

(42.0)

大熊町

(38.9)双葉町

(35.3)

浪江町

(27.9)

事業再開率

34.8 → 55 .3

(H24.1 → H24.12)

事業再開率

58.3 → 79 .6

(H24.1 → H24.11)

事業再開率

96.4 → 97 .6

(H24.1 → H24.11)

野田村

(81.2)

松島町

(95.8)

大船渡市

(79.6)

注）以下参照のうえ、東北経済産業局にて作成。
横軸：「データが語る被災３県の現状と課題Ⅱ」（ＮＩＲＡ：総合研究開発機構）よる

生活基盤の復旧度（平成24年12月時点）を参照。
縦軸：各県商工会等による会員向け事業再開状況調査を参照。

石巻市、気仙沼市には各商工会議所分は含まれていない。松島町には利府
町分、多賀城市には七ヶ浜町分、山元町には亘理町分が含まれ、いわき市は久
ノ浜町商工会、南相馬市は小高及び鹿島商工会で代替している。

（ ）数字は事業再開率を示す。

＜構成指標＞（１７指標）
①避難所避難者数の対人口比、②県内・県外避難者数の対人口比、③応急仮設住宅入居率、
④小・中学校施設の被災からの修復状況、⑤電力復旧度、⑥ガス復旧度、⑦鉄道復旧度、⑧道
路復旧度、⑨被災医療施設（病院）数の対震災前施設数比、⑩被災医療施設（診療所）数の対震
災前施設数比、⑪瓦礫撤去率、⑫瓦礫処理率、⑬他自治体からの支援、⑭義援金支払済率、⑮
保険金・共済金支払済率、⑯貸出金の対被害総額比、⑰コンビニ店舗数の対震災前店舗数比
※①、②、④及び⑬はマイナスに寄与（比率の値が小さいほど100に近くなるように数値化）

凡 例
：岩手県内市町村
：宮城県内市町村
：福島県内市町村

円の大きさは人口規模を示す。
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５．被災企業の状況

事業再開にこぎつけた企業の中でも、７割の企業は震災前の売り上げ水準に戻っておらず、震
災前の半分以下にとどまる企業も３割を占める（グループ化補助金対象企業３，７６４社調査）。
一方で、震災前より売上を伸ばしている企業も２割存在。
対象企業の業種別に売上を見ると、水産・食品加工業、旅館・ホテル業が厳しい。

0% 20% 40% 60% 80% 100%
1割以下 1～3割 3～5割 5～7割 7～9割 変化なし 増加

建設業

旅館・
ホテル業

卸小売・
サービス業

水産・
食品加工業

製造業

合 計
７割近くの企業が震災前の水
準まで回復せず

３割近くの企業が震災
前の３割以下

半数以上が売上げ
を伸ばす

震災前との売上比較

（出典）グループ補助金交付先アンケート調査（東北経済産業局が平成24年9月実施、3,764社が回答）

６７．５％

３０．８％

２４．２％

６．５％

５４．２％
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再建を進める企業の抱える経営課題は、顧客の獲得（受注・取引の確保（４６％）、販路開拓（４
２％））、人材の確保・育成(５６％）、資金繰り（２８％）の順（アンケート調査、複数回答）。

６．被災企業の抱える経営課題

（出典）グループ補助金交付先アンケート調査（東北経済産業局、平成24年9月実施）。平成２３年度及び平成２４年度グループ補助金の
交付先４，５０６社に対しアンケートを実施。３，７６４社から回答（回収率：８３．５％）

顧客の獲得
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７．復旧支援の取組例

 被災地域の経済・雇用を支える企業等の一日も早い事業再開ため、事業復旧に必要

な施設や設備の再開を支援。

 また、「二重債務問題」の対策のため、産業復興相談センター等を設置し、支援を実

施しているところ。

中小企業者等の二重債務問題に対し
て、被災各県に相談窓口を設置するとと
もに、債務買取等を行う公的機関を設立
し、事業再生を支援。

これまで、東北４県に産業復興相談セ
ンターを設立。うち３県に債権買取支援を
行う産業復興機構を設立。買取実績は、
76件（2013年2月5日現在）

二重債務対策

PHOTO か図面

復興のリード役となり得る「地域経済の
中核」を形成する中小企業等グループの
取組を、関係機関と連携しながら支援。

東北４県においては、これまで６回の公
募で353グループに対して、総額2,287億
円(国費ベース)の補助金を交付決定
（2013年1月31日現在）

グループ補助金

中小機構が仮設店舗等を整備し、地方
公共団体に無償貸与等を行い、中小企
業等の速やかな事業再開を支援。

東北４県においては、これまで要望535
箇所のうち、503箇所が完成（2013年1月
25日現在）しているところ。

仮設工場・事務所

いわき四倉中核工業団地女川町トレーラーハウス
９



 東日本大震災で停滞した地域経済の早急の復旧とともに、将来に向けて強い競争力

を備えた地域として再生を成し遂げるため、成長産業分野を中心に次世代をリードす

る地域産業の集積を目指した取組を強化。

立地補助金

説明文

実績

先端農商工

説明文

実績

スマートコミュニティー

東日本大震災により被災した地域等に

おいて、商業・工業の先端的な技術やノ
ウハウを用いて農林漁業と連携したシス
テム等の実証又はビジネス化等を行う事
業を支援。

被災地をはじめとした地域において、再

生可能エネルギーや空き工場を利用した
植物工場等１２の実証事業を支援。

被災地において復興に向けた新たなまち
づくりを進めている中で、スマートコミュニ
ティの導入が検討されており、省エネ、再
エネ等を含め複合的な角度から支援。

被災地（岩手、宮城、福島）スマートコミュ
ニティ構築のためのマスタープラン策定
や、再生可能エネルギー設備の導入を
支援。

グランパファーム
陸前高田全景

ドーム内
の栽培状況

(株)グランパホームページより。

企業の立地環境を改善するため、供給
網（サプライチェーン）の中核となる代替
の効かない部品・素材分野と将来の雇用
を支える高付加価値を生み出す成長分
野における生産設備の新設・増設に対
し、支援。

東北地域においては、４７件が採択。

日本製紙㈱ 石巻工場 10



被災地再生のために、産業復興は重要な柱。
その課題は、復旧段階・復興段階に応じて変化し、被災地全体でみると多様化・複雑化。また、福島
県は、避難指示区域における住民の早期帰還を実現するための産業振興が課題。
これまでは、企業の活動継続・再開支援に重点を置き、グループ補助金、金融対策等を実施。今後
は、企業の事業展開や産業インフラ整備の支援に取り組み、被災地の実情に応じてきめ細かく対応。

これまで これから

•破壊された産業インフラの仮復旧
•応急的な住まいの確保

（避難所、仮設住宅）
•大量に発生した震災瓦礫の処理、
除染
•被災企業の当面の活動継続と緊
急的な雇用の確保
•地域の復興ビジョンの策定 など

復旧段階

• 産業インフラの復興・整備
• 本格的な生活再建

（仮設住宅から住宅再建へ）
• 被災企業の本格的な事業活動
の推進、本格的な雇用創出
• 復興ビジョンの実践、住民帰還

など

復興段階

• 産業インフラの復旧
• 震災瓦礫の処理、除染
• 被災企業の活動継続と雇用の
確保
• 地域の復興ビジョンの策定
• 住民帰還のための準備 など

復旧段階

８．被災地や被災企業が抱える課題

・施設・設備の復旧支援
グループ補助金
仮設工場・店舗整備

・金融支援
緊急貸付
二重ローン対策

など

・産業インフラの本格的な整備・
充実の支援

・建設資材不足への対応

・企業立地の支援、工場用地の
確保の支援

・企業の販路開拓や新事業展開
への支援（そのための設備投
資、研究開発、マッチング）

など

対応の方向

11



岩手県
県内の避難者数 ３９，３８２人
県外への避難移動 １，５７４人

岩手県
県内の避難者数 ３９，３８２人
県外への避難移動 １，５７４人

福島県
県内の避難者数 ９４，８７６人
県外への避難移動 ５４，６８０人
（うち域外への避難移動 ４１，５６０人）

福島県
県内の避難者数 ９４，８７６人
県外への避難移動 ５４，６８０人
（うち域外への避難移動 ４１，５６０人）

９．東北全体の経済発展なくして、被災地の復興なし

宮城・岩手の避難者のほとんどは、故郷のある県内
に滞在。（＝避難者の生活は東北域内で支えている
構造。）
被災地の復興は東北全体で支えることが必要であ
り、東北全体の経済発展が被災地の復興のためにも
重要。

※一部の内陸の自治体
（盛岡市、北上市、一関市、
仙台市ほか）では、これまで人口の増加実績あり。

※平成２５年５月９日現在

出典：復興庁「全国の避難者等の数」、福島県「福島県から県外への避難状況」

避難中の被災者は３０万人
うち２５万人が東北圏内に

宮城県
県内の避難者数 １０４，４３８人
県外への避難移動 ７，７２０人

宮城県
県内の避難者数 １０４，４３８人
県外への避難移動 ７，７２０人

12



Ⅱ．東北経済の現況と課題
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１．東北の人口

 日本の人口が減少に転じる中、東北は、2000年から2010年の間に総人口の5％に相

当する50万人が減少。また、2010年から2030年では、更に150万人の減少が予測され

ている。

 被災地では、2011年の大震災の影響で、前年を大きく上回る減少となっている。

1,479 1,200 946 788

6,338
5,742

4,980
4,313

1,998
2,394

2,766
2,765

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2000 2010 2020 2030

東北の総人口
（出所：総務省、国立社会保障・人口問題研究所）

981万人

933万人

787万人

14歳以下

15~64歳

65歳以上

千人

震災前 震災後

内陸 ▲8,018 ▲2,998

沿岸 ▲2,951 ▲14,078

合計 ▲11,016 ▲17,029

岩手県

震災前 震災後

内陸 ＋4,338 ＋5,698

沿岸 ＋2,901 ▲28,677

合計 ＋7,239 ▲22,979

宮城県

震災前 震災後

内陸 ▲11,314 ▲25,864

沿岸 ▲2,883 ▲19,613

合計 ▲14,197 ▲45,477

福島県

被災３県における震災前後各１年の人口増減数
（出所：各県人口推計）

※増減数の基準日
震災前：2010.3.1~2011.3.1
震災後：2011.3.1~2012.3.1

※沿岸は太平洋岸自治体。
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２．東北の総生産と震災後の鉱工業生産

 東北のＧＤＰは、2000年度から2009年度の間に約４兆円減少、うち２次産業では約2.8
兆円減少した。相対的に東北の産業構造は3次産業のウエイトが高まっている。

1.06  0.93  0.85 

9.94  8.21  7.10 

25.02 
24.88 

24.17 

0.00 

10.00 

20.00 

30.00 

40.00 

2000FY 2005FY 2009FY

1次産業

2次産業

3次産業

東北のGDP
（出所：内閣府県民経済計算）

36兆円

32兆円

兆円

▲28%
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３．東北の就業者数

53  48  39 

148 
123  109 
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295 

284 
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100 
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300 

400 

500 

600 

2000FY 2005FY 2010FY

 東北の就業者の総数は、減少傾向にある。また、産業別では、3次産業が全体の65%
を占め、最も多い。

 2000～2010年度の業種別の増減では、医療・福祉が全国的に増加している。東北は、

輸送用機器が増加している。

491万人

431万人

万人

東北の就業者数の推移
（出所：総務省統計局 国勢調査から作成）

業種
東北

2000FY→2010FY
全国

2000FY→2010FY

小売・卸売
88万人→71万人

（▲17％）
1,170万人→991万人

（▲15%）

医療・福祉
28万人→47万人

（＋43%）
427万人→617万人

（＋44%）

情報サービス
2.3万人→2.8万人

（＋22%）
90万人→110万人

（＋22%）

電子・電気
25万人→16万人

（▲36％）
208万人→148万人

（▲29%）

食料品
12万人→11万人

（▲10%）
128万人→115万人

（▲10%）

輸送
3.6万人→4.1万人

（＋14%）
103万人→102万人

（▲1%）

▲26%
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４．産業の付加価値

 我が国の産業における付加価値生産性は、12,000千円/人前後で推移しており、企業

や労働者の所得の伸び悩みにつながっている。

 製造業を例に地域別で比較すると、東北は全国より低い水準にあり、労働集約型の工

場が多いことなどがうかがえる。

9,168 9,048

12,337
11,968

12,579
12,119

12,011

11,022

11,831

7,000

10,000

13,000

北
海
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東
北

関
東

中
部

近
畿

中
国

四
国

九
州

全
国

製造業の地域別付加価値生産性（2010）
（出所：工業統計（従業員4人以上））

千円/人
付加価値生産性の低迷とは、市場で評価される非価

格競争力のある財・サービスを産み出す力が弱まって

いることを意味している。

（内閣府 日本経済の実態と政策の在り方に関するWG報告）

製造業の付加価値生産性の推移（全国と東北）
（出所：工業統計（従業員4人以上））

全国東北

千円/人
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５．製造業の集積

 東北の製造品出荷額を見ると、地域の強みとされる電気・電子が減少する一方、一般

機械、輸送用機械は増加している。

 工場立地件数を見ると、食料品が堅調に推移しているほか、輸送用機械が2005年頃

から増加している。

6.4

1.9

1.1
0.8 0.8

0.3
0.7

1.2

0.6

4.6

1.9
1.6

1.2 0.9
0.7 0.7 0.7 0.6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

電気 食料 一般 輸送 化学 非鉄 金属 飲料 紙パ

東北の主な製造品出荷額等の2000年と2010年の比較
（出所：工業統計）

2000 2010

兆円

10年で▲３０％の電気・電子

工場立地250件超の食料品

集積が進む輸送用機械

電気・電子、食料品、輸送用機械の工場立地件数の推移
（出所：東北経済産業局）

38
25

13 19 26 18 27 20 20
7 5

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

21
35

23 28 26 22 29 25
13 15

31

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

6 1 5 4 4
20 21

10 15 7 4

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

※全産業累計1,605件
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Ⅲ.東北経済の発展に向けて
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１．中期政策の概要

 新しい中期政策においては、全職員が職務を行う上で最大化を目指すべき２つの指

標、及び５つの重点分野を掲げる。

 そして、地域ステークホルダーとの関係を深め、地域の一員としての役割を果たす。

地
域
の
持
続
的
な
発
展

大震災からの復旧・復興
に向けた取組

自動車産業の集積進展
に向けた取組

ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
の深化

多様な地域資源を活用した
地域経済活性化の取組

エネルギー・リサイクル
関連の取組

東北経済産業局 中期政策（２０１３～２０１５年度）

２つの指標（アウトカム）
５つの重点分野
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■主な取組■
１．幅広い企業集積の形成 （地域企業の参入・納入促進、企業連携の推進）
２．技術開発 （次世代自動車の技術開発、生産プロセス等の技術開発）
３．人材育成 （自動車関連人材育成の拡充と広域連携）
４．立地促進 （大手部品メーカー等の立地促進）

東北地域の輸送用機械器具製造業の製造品出荷額及び従業員数が、東北
製造業の１割程度（22年工業統計：製造品出荷額1兆2000億円→2兆円、従
業員数3.3万人→6万人相当）に向上することを目指す。

目標

東北のものづくりをリードする自動車産業形成に向けて。

当局では、2011年度に東北経済連合会と「東北地域における自動車関連産業集積の

進展にむけて」を策定し、完成自動車製造企業の本格操業を地域の大きな転換点とと
らえた取組に着手。

引き続き、東北各県や大学などの関係機関と連携のもと、自動車産業を東北のものづ
くり産業を牽引する産業とすべく、取組を強化する。また、当局の推進体制についても、
適時適切に見直しを行う。

2‐① 自動車産業の集積進展に向けた取組重点分野２
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東北地域の自動車関連産業の動き

１９９２ ８ アイシン東北(株)操業開始

１９９３ ９ 関東自動車工業(株)岩手工場操業開始

１９９４ １ 日産自動車(株)いわき工場操業開始

１９９８ ７ トヨタ自動車東北(株)が操業開始

２００６ ７ とうほく自動車産業集積連携会議発足
（岩手、宮城、山形）

２００７ ５ とうほく自動車産業集積連携会議拡充
（青森、秋田、福島加わる）

２００７ ９ とうほく自動車関連技術展示商談会（６県連携）
以降、活動活発化

２００７ １０ セントラル自動車(株)が本社・工場を宮城県
大衡村に移転することを公表

２００８ ４ トヨタ自動車東北(株)がエンジン生産工場新設
を公表

２００８ ５ パナソニックEV]エナジー(株)が大和町にハイブ
リッド自動車用ニッケル水素電池の製造工場新
設を公表

２００８ １１ アイシン高丘東北(株)が鋳造部品の製造工場
新設を公表

２００９ ４ 関東自動車(株)岩手工場内に「開発センター
東北」を設置

２０１０ １ パナソニックEVエナジー(株)宮城工場操業開
始

１

２０１０ ４ パナソニックEVエナジー(株)宮城工場第２ライ
ン稼働開始（２０万台／年）

２０１０ ６ パナソニックEV]エナジー(株)が社名をプライム
アースEVエナジーに変更

２０１０ ９ デンソー東日本(株)建設着工
２０１０ １１ パナソニックEVエナジー(株)宮城工場第３ライ

ン稼働開始（３０万台／年）
２０１０ １２ アイシン高丘東北(株)操業開始

２０１１ １ セントラル自動車(株)宮城工場操業開始
２０１１ １ トヨタ紡織東北(株)宮城工場稼働
２０１１ ３ 東日本大震災によりセントラル、関自操業停止
２０１１ １２ 関東自動車工業(株)岩手工場で生産する小型

HVアクア発売

２０１２ １ 関東自動車工業株が調達部に「東北現調化
センター」を設置

２０１２ ５ アイシン高丘東北(株)鋳造工場竣工
２０１２ ７ トヨタ自動車東日本(株)発足

（関東自動車工業(株)、セントラル自動車(株)、ト
ヨタ自動車東北(株)が統合）

２０１２ １０ デンソー岩手(株)発足
２０１２ １２ トヨタ自動車東日本(株)宮城大和工場内エンジ

ン工場（宮城大和第３工場）竣工
２０１３ ３ トヨタ東日本学園開所
２０１４ ４ トヨタグループ 東北復興プロジェクト・グランド

オープニングセレモニー開催
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東北地域の主な自動車関連企業

○青森市

○盛岡市○秋田市

○
仙台市

○福島市

山形市○

会津若松市
○

○金ケ崎町

横手市○ ○北上市

○登米市

いわき市
○

○鶴岡市

○八戸市

角田市○

○弘前市

○能代市
久慈市○

米沢市○

アイシン東北㈱ （金ケ崎町）
電子系部品、ドアフレーム ほか

白河市○

トヨテツ東北㈱ （登米市）
車体関連部品

○郡山市

アイシン高丘㈱ （大衡村）
ブレーキ関連部品鋳造

トヨタ自動車東日本大和工場㈱ （大和町）
エンジン、トルクコンバーター、ABS

中発テクノ㈱ （八戸市）
自動車部品設計・開発

アイシンコムクルーズ㈱ （盛岡市）
組み込みソフトウェア開発

トヨタ自動車東日本㈱ 岩手工場（金ケ崎町）
アクア、イスト 生産能力 約３５万台

トヨタ紡織東北㈱ （北上市、大衡村）
シート等内装品

トヨタ自動車東日本大衡工場㈱ （大衡村）
カローラアクシオ、フィールダー 生産能力 約１２万台

プライムアースEVエナジー㈱ 宮城工場（大和町）
ニッケル水素電池

多摩川精機㈱八戸事業所 （八戸市）
HV車部品

デンソー東日本㈱ （田村市）
エアコン

日産自動車㈱ いわき工場（いわき市）
VQエンジン

日立オートモティブシステムズステアリング㈱ （横手市）
パワーステアリングポンプ ほか

秋田敦美工業㈱ （横手市）
可変バルブ

㈱スズキ部品秋田 （井川町）
メインシャフト、クランクシャフト

アルプス電気㈱ 古川工場（大崎市）
スイッチ、車載電装品

曙ブレーキ山形製造㈱ （寒河江市）
ブレーキパッド

テーピ工業㈱ （寒河江市）
シリンダライナ

(株)東海理化東北技術センター （山形市）
自動車部品設計・評価

(株)ケーヒン 角田工場（角田市）
燃料噴射システム
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トヨタ自動車東日本(株)の概要

資本金： ６８億５０００万円
従業員: ７，５００名
本社所在地：宮城県黒川郡大衡村中央平１
社 長 白根 武史 （前 トヨタ自動車専務）

○ トヨタ自動車は、東北を中部、九州に次ぐ第３の国内拠点
と位置づけ、関東自動車工業(株)、セントラル自動車(株)、
トヨタ自動車東北(株)の３社が統合。

同社は、コンパクトカー製造に専門性をもつ拠点として車
両開発から生産まで一貫した自立的生産を行う。

〈東北の拠点工場 （2012年生産台数見込み ５５万台〉
岩手工場 アクア（ＨＶ）ほか 月産３．５万台
大衡工場 カローラほか 月産１万台
大和工場 部品 (１２月１４日エンジン工場竣工）

○ 企業内訓練校「トヨタ東日本学園」が2013年4月開校

○ F-グリッド（工業団地内総合エネルギーマネージメント）に
より、同社が立地する第二仙台北部中核工業団地内企業
群を対象としたスマートコミュニティ実証を実施。

○ トヨタ自動車東日本は現地調達率を上げるため「東北現
調化センター」を立ち上げ。各県等との連携活動を実施中。
現時点の現地調達率４割程度。目標を８割としている。
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青森県自動車関連産業振興協議会
設立：平成１８年９月（会員数 １３５） いわて自動車関連産業集積促進協議会

設立：平成１８年６月（会員数 ３１８）

みやぎ自動車産業振興協議会
設立：平成１８年５月（会員数 ５２５）

福島県輸送用機械関連産業協議会
設立：平成１９年４月（会員数 ３７３）

あきた自動車関連産業振興協議会
設立：平成１８年１１月（会員数 １５１）

山形県自動車産業振興会議
設立：平成１８年５月（会員数 ２６７）

平成１８年７月

岩手県、宮城県、山形県の３県連携に
より、「とうほく自動車産業集積連携会
議」が発足

平成１９年５月

青森県、秋田県、福島県が「とうほく自
動車産業集積連携会議」に参加し、東
北６県連携体制が確立

平成１８年３月
「ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー」策定
（重点分野の一つに自動車分野を選定）

とうほく自動車産業集積連携会議
会員数：１,５３７ （Ｈ２３年８月現在）

東北地域における自動車関連産業集積に向けた取組

平成１９年３月

東北経済産業局及び中小機構により、
自動車関連業界、学識経験者、東北各
県等から委員を招聘し「東北における自
動車産業集積方策に関する調査」を実
施。東北６県連携に向けたコンセンサス
を形成

平成１９年９月

東北６県合同技術展示商談会（於：愛知
県）の開催

これまでの主な歩み

平成２１年２月

「ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー」自動車
分野において、東北発の次世代自動車
製品等の開発を目指す「イノベーション
創出会議」を設置。
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当局における施策の総動員
自動車産業を底上げする戦略的な事業採択

東北の自動車産業を底上げするため、

当局における平成２２年度から平成２５年４月末までの

自動車産業関連の交付実績は約１５０億円！
設備投資支援（３８件、約１１９億円）

・革新的低炭素技術集約産業国内立地推進事業費補助金等（平成２２、２３年度）

・平成２３年度３次補正国内立地推進事業費補助金

・先端技術実証・評価設備整備費等補助金（平成２３年、２４年度）

・平成２４年度補正円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金（１次早期）

技術開発支援（２９件、約２５億円）

・戦略的基盤技術高度化支援事業（平成２２年度～平成２４年度）

・平成２４年度ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金

・平成２３年度３次補正IT融合による新産業創出のための研究開発事業（実証）

自動車関連技術の開発拠点の整備（２件、約６億円）

・平成２３年度３次補正IT融合による新産業創出のための研究開発事業（拠点）

・平成２４年度産学連携イノベーション促進事業
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トヨタ自動車東日本（株）
（旧：関東自動車工業（株）岩手工
場（岩手県金ヶ崎町））

アイシン高丘東北（株）（宮城県
大衡村）

曙ブレーキ工業 （株）（寒河江市）

多摩川精機 （株） （三沢市）

（株）登米精巧 （登米市）

スパイバー （株） （鶴岡市）

三沢エンジニアリング（株）（三沢市）

当局における施策の総動員
自動車産業を底上げする戦略的な事業採択の事例

～設備投資支援～

アルプス電気（株） （大崎市）

北芝電機 （株） （福島市）

平成２３年度３次補正国内立地推進事
業費補助金 他１６件

革新的低炭素技術集約産業国内立地推進
事業費補助金等（平成22、23年度） 他８件

先端技術実証・評価設備整備費等補助金
（平成23、24年度） 他２件

平成２４年度補正円高・エネルギー制約対
策のための先端設備等投資促進事業費補
助金（１次早期：25年４月26日採択発表）

古河電池（株）（いわき市） （株）ウチダ （岩沼市）

東北電子工業（株） （石巻市）
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アルパイン（株） （いわき市）

双進機工 （株） （山形市）

（株）根岸工業所 （奥州市）

岩機ダイカスト工業（株）（宮城県
山元町）（株）ハラチュウ （山形市）

（有）渡辺鋳造所 （山形市）

当局における施策の総動員
自動車産業を底上げする戦略的な事業採択の事例

～技術開発等の支援、自動車関連技術の開発拠点～

岩手大学 （盛岡市）

トヨタ自動車東日本（株）、東北大
学、引地精工（株）など（多賀城市）

戦略的基盤技術高度化支援事業（平成２
２年度～平成２４年度） 他１６件

平成２３年度３次補正IT融合による新産

業創出のための研究開発事業（実証）
他２件

平成２４年度産学連携イノベーション促進
事業

平成24年度ものづくり中小企業・小規模事
業者試作開発等支援補助金（25年４月30
日採択発表） 他３件

平成２３年度３次補正IT融合による新産

業創出のための研究開発事業（拠点）

（株）ソリトンシステムズ（山形市）

（株）ベスト（北上市）
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自動車メーカー、
Ｔ１などからの開
発能力向上を伴
うニーズ

■活動スキーム

研究開発
プロジェク
ト支援

自動車産業参入ものづくり企業への開発能力向上支援

次世代の自動車産業に対応した取組

東北６県と情報・戦略の共有と協働

当局としての優先
支援領域の提示

グローバル競争に打ち
勝つ企業の創出 など

各県における参入支援等

人材育成、経営支援、コーディネーター派
遣、展示会支援 など

対象となる企業やコンソーシアムに対する
支援

設備投資
支援

経営革新
支援（経営
者層）

開
発
能
力
向
上
支
援
等

経済産業省 東北経済産業局 自動車産業室
地域企業の開発能力向上について支援します！

① グローバル競争を勝ち抜くための「光る独自技術」
の開発や高度化を支援します。

② 自動車産業参入において、提携や機能補填、商社
機能の獲得など経営力及び技術力の基盤強化を
支援します。

③ 上記の取り組みに至るまでの勉強会、検討会、研
究会についても開催支援（招聘講師の手配や開催
費用の補助など）を行います。

■当室における活動の主な内容
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■主な取組■
１．震災を契機とした産業や融合産業の創出
２．先進的イノベーション力の強化
３．地域ものづくり企業の支援
４．企業支援機関ネットワークの強化
５．ものづくり人材の育成

 医療・福祉機器関連分野は，東北地域における医療機器生産額が東北地域のリーディング産業である情報通信機械器具製
造業の全国比を上回る全国比15%（23年度：東北地域の医療機器生産額全国比12.9%  平成23年薬事工業生産動態統計年報）
に拡大することを目指す。

 半導体等関連分野は、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業の付加価値額の全国比
9.1%（22年工業統計：同製造業粗付加価値額1兆5,000億円相当）を目指す。

 自動車については既述。

目標

地域ものづくり企業の総合力を高め、新たな産業を育成。

当局では、2006年度からTOHOKUものづくりコリドー、2010年度からアクションプランを展

開し、地域ものづくり企業の支援やイノベーションの推進に取り組んできた。特に自動車、
医療・福祉、半導体を出口3分野と位置づけてきたところ。
2013年度からは、震災後の新たな産業ニーズ、及び産業分野の融合といった時代ニー

ズに対応するため、以下の５つの取組を柱として、活動する。

3‐① TOHOKUものづくりコリドーの深化重点分野３

例3‐1
例3‐2

例3‐3
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◇概要
研究開発拠点の拡大とシーズオリエンテッドな研究

会活動を通じて、地域におけるイノベーション力の強
化を図る。

◇具体的な内容

 研究開発拠点の誘致・整備。
＜例＞リニアコライダーの誘致など

 研究開発拠点における自立的・継続的な研究会等の創出、
及び共用設備活用の支援。

 研究開発拠点のシーズを活用した大学発ベンチャーの創
出支援。

 研究開発拠点の取組を効果的に地域活性化につなげる仕
組みづくり

＜例＞ネットワークを活かし、各拠点・シーズと地域企業の
マッチングを図る等の支援

 出口３分野の将来動向を踏まえたシーズオリエンテッドな
研究会の運営

＜例＞市場が自動車メーカーに要求する技術（センサ、ＩＣＴ
他）を開発する研究会

２．先進的イノベーション力の強化

3‐② TOHOKUものづくりコリドーの深化

仕組みづくり

東北の活性化・産業集積

研究開発の拠点

重点分野３

リニアコライ
ダーの候補地

例3‐1
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会津大学 （会津若松市）
＊共創型クラウド拠点

地域企業の利活用推進

＊次世代自動車関連の研究開発拠点

東北大学 （仙台市）
＊東北大学臨床試験研究センター
＊ＭＥＭＳ拠点
＊レアメタル・グリーンイノベーション研究開発
拠点
＊マテリアルバレー
＊国際産学連携集積システム研究開発セン
ター
＊ＤＣ／ＡＣハイブリッドスマートビル
＊次世代自動車関連の研究開発拠点

リニアコ
ライダー
の候補

地

岩手大学 （盛岡市）
＊次世代自動車ものづく

り拠点

山形大学 （米沢市）
＊有機エレクトロニクスイノベー
ションセンター

弘前大学 （弘前市）
＊エネルギー、医療

秋田大学 （弘前市）
＊資源、リサイクル



◇概要

地域ものづくり企業の技術力向上を図るとともに、出
口ニーズ側からのアプローチで、更なる活躍の機会を
生み出すための環境づくりに取り組む。

◇具体的な内容

 自動車産業などのサプライチェーンを担う企業への
支援

 ニーズオリエンテッドな研究会の設置

＜例＞メーカーが地域企業に求める技術開発を目
的とする課題解決型研究会などの設置

 課題解決型の研究会活動の支援。

 技術力向上のための技術データ蓄積等の取組

＜例＞東北地域におけるアルミニウム合金鋳造品
の高度化に資する溶湯清浄化に関する調査

 研究・創業段階別の資金供給支援

 製品開発能力の高い企業などの誘致や、企業立地
促進法に基づく販路開拓支援等の活用

３．地域ものづくり企業への支援

2‐3‐④ TOHOKUものづくりコリドーの深化重点分野３

医療・福祉機器
関連産業分野

半導体等関連
産業分野

自動車等関連
産業分野

融合産業
新都市交通・ヘルスケア
省エネ・スマート化

サービス化

ニーズオリエンテッド
な研究会

県公設試験場等の
研究会

技術データ蓄積等

販路開拓支援

東
北
経
済

産
業
局

支援
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◇概要

東北地域産業技術連携推進会議を活用し、各県・公
設研間の連携を促進することにより、技術開発支援ネッ
トワークを強化する。また、東北イノベーションネットワー
クなどの支援ネットワークを活用し、事業化や販路開拓
を支援する。

また、国の方向性や問題意識について、支援機関が
有する様々なネットワークと共有を図ることで、地域とし
ての戦略的な取組を推進する。

◇具体的な内容

 東北地域産業技術連携推進会議の強化・充実。
 東北イノベーションネットワークの活用
 バイベンチャーの活用 等

 大学、公設研、あるいは産業界中心の各種研究会
等との連携強化

 上記研究会等に対する国としての方向性や優先課
題の提示

４．企業支援機関ネットワークの強化

3‐④ TOHOKUものづくりコリドーの深化重点分野３

各県公設研
・技術相談、研究会

岩手非鉄金属加工技術研究会
秋田輸送機コンソーシアムなど

ICRにおける研究会

マシンビジョン研究会
次世代移動体センサシステム研究会

産業界を中心とした勉強会

大学を中心とした研究会

東北大 精密加工研究会（切削）
東北大 アドステファンセンター（鋳造）
東北大 IIS（センサなど）
岩手大 金型技術研究センター など

米沢ＢＮＯ 米沢新産業創出協議会など

東北イノベーショ
ンネットワーク

東北経済
産業局

産業支援
機関 金融機関

大学
公設研

地域企業支援体制の例

東北地域産
業技術連携
推進会議

各県

公設研

産総研東北
センター

支援機関の持つネットワークの例

例3‐3
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ご静聴ありがとうございました

東北経済産業局
地域経済部次長（兼地域経済課長） 山家 一郎

ｔｅｌ022‐221‐4876 ｆａｘ022‐265‐2349
ｅｍａｉｌ：yanbe‐ichiro@meti.go.jp
URL：http://www.tohoku.meti.go.jp
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